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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と、正の屈折力の第２レンズ群と、
正の屈折力の第３レンズ群より構成され、ズーミングに際し、各レンズ群間隔が変化する
ように各レンズ群が移動するズームレンズにおいて、該第１レンズ群は、レンズ要素と、
該レンズ要素とは異なる光学特性を有し、該レンズ要素に積層される樹脂層を有する複合
型光学素子で構成されており、該レンズ要素の屈折力と材料のｄ線に対するアッベ数を各
々φａ、νａ、該樹脂層の屈折力と材料のｄ線に対するアッベ数を各々φｂ、νｂ、広角
端における全系の焦点距離をｆｗ、該第１レンズ群の焦点距離をｆ１、該複合型光学素子
の物体側と像側の面の曲率半径を各々Ｒ１１、Ｒ１２とするとき、
　　０＜｜（φａ／νａ＋φｂ／νｂ）ｆｗ｜＜０．００１２３
　　１．８＜｜ｆ１／ｆｗ｜＜５．０
　　－０．３４＜（Ｒ１１＋Ｒ１２）／（Ｒ１１－Ｒ１２）＜０．２０
なる条件を満足することを特徴とするズームレンズ。
【請求項２】
　前記樹脂層の光軸方向の厚みをｔとするとき、
　　０．０１６＜ｔ／ｆｗ＜０．１６０
なる条件を満足することを特徴とする請求項１のズームレンズ。
【請求項３】
　前記樹脂層の材料のｄ線に対するアッベ数νｂは、
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　　０＜νｂ＜３０
なる条件を満足することを特徴とする請求項１又は２のズームレンズ。
【請求項４】
　前記第３レンズ群は、単一の正レンズより成り、該正レンズの物体側と像側の面の曲率
半径を各々Ｒ３１、Ｒ３２とするとき、
　　－０．６＜（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＜３．０
なる条件を満足することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項のズームレンズ。
【請求項５】
　前記第３レンズ群の焦点距離をｆ３とするとき、
　　０＜｜ｆｗ／ｆ３｜＜０．６
なる条件を満足することを特徴とする請求項１から４のいずれか１項のズームレンズ。
【請求項６】
　前記レンズ要素は、ガラス材より成ることを特徴とする請求項１から５のいずれか１項
のズームレンズ。
【請求項７】
　前記レンズ要素は負の屈折力より成り、前記樹脂層は、正の屈折力より成ることを特徴
とする請求項１から６のいずれか１項のズームレンズ。
【請求項８】
　光電変換素子に像を形成することを特徴とする請求項１から７のいずれか１項記載のズ
ームレンズ。
【請求項９】
　請求項１から８のいずれか１項記載のズームレンズと、該ズームレンズによって形成さ
れる像を受光する光電変換素子を有していることを特徴とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はスチルカメラやビデオカメラ、そしてデジタルスチルカメラ等に好適なズーム
レンズ及びそれを有する撮像装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　最近、固体撮像素子を用いたビデオカメラ、デジタルスチルカメラ等の撮像装置（カメ
ラ）には、高機能であること、そしてカメラ全体がコンパクトであることが要望されてい
る。そしてそれに伴い、これらのカメラに用いる光学系（撮像光学系）には、広画角で大
口径でレンズ枚数が少なく、小型で、しかも高い光学性能を有するズームレンズであるこ
とが求められている。
【０００３】
　又、この種のカメラには、レンズ最後部と撮像素子との間に、ローパスフィルターや色
補正フィルターなどの各種光学部材が配置される。この為、それに用いるズームレンズに
は、比較的バックフォーカスが長いことが要求される。
【０００４】
　さらに、カラー画像用の撮像素子を用いたカラーカメラの場合、輝度や色のシェーディ
ングを避けるため、それに用いるズームレンズには像側がテレセントリックであることが
望まれている。
【０００５】
　像側がテレセントリックとしやすいズームレンズとして、物体側より像側へ順に、負の
屈折力の前群と正の屈折力の後群より成る、所謂レトロフォーカスタイプのズームレンズ
が知られている。
【０００６】
　このうち物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群、正の屈折力の第２レンズ
群、および正の屈折力の第３レンズ群より成る３群ズームレンズが知られている。（特許
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文献１、２）。
【０００７】
　又、３群ズームレンズにおいて、高ズーム化に伴う諸収差を第３レンズ群で補正するよ
うにしたズームレンズが知られている。（特許文献３、４）
　又、３群ズームレンズにおいて、第１レンズ群を２枚で構成した小型の３群ズームレン
ズが知られている（例えば特許文献５、６）。
【特許文献１】特開２００１－６６５０３号公報
【特許文献２】特開２００１－２８１５４５号公報
【特許文献３】特開平１－４０９１３号公報
【特許文献４】特開２００４－２２６８５０号公報
【特許文献５】特開２００４－３１８１０４号公報
【特許文献６】特開２００５－５５４９６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　近年、カメラのコンパクト化とそれに用いるズームレンズの高倍化を両立することが行
われている。このための方法として、非撮影時に各レンズ群の間隔を撮影状態と異なる間
隔まで縮小し、カメラ本体からのレンズの突出量を少なくする所謂沈胴式がある。
【０００９】
　ズームレンズを構成する各レンズ群のレンズ枚数が多いと、各レンズ群の光軸上の長さ
が長くなる（レンズ全長が長くなる）。又、各レンズ群のズーミング及びフォーカシング
における移動量が大きいとレンズ全長が長くなる。この結果非撮影時に各レンズ群を組み
込んでも所望の沈胴長が得られず、沈胴式を利用するのが難しくなってくる。
【００１０】
　しかしながら、沈胴時のレンズ全長を短くするため及び全系のレンズ全長を短くするた
めに、各レンズ群及び全系のレンズ枚数を単に削減した場合、球面収差やコマ収差といっ
た単色の結像性能に関わった収差補正が困難となる。さらには、硝材が限られた使用範囲
内となるため色収差を良好に補正する事も極めて困難となる。
【００１１】
　光学設計分野では、光学系を構成するレンズ面を非球面形状とする事によって、全体の
レンズ枚数を削減する手法が多くとられている。しかしながら非球面を用いた場合、単色
での結像性能に関わる収差は補正出来るものの、硝材の選択が支配的となる色収差を良好
に補正する事が困難となる。
【００１２】
　また、レンズ面に非球面を加工する方法の一つとして、ベースとなるレンズ面上に樹脂
等を積層させ、この樹脂層に非球面形状の金型を押し当てて非球面レンズを成形する方法
がある。しかしながらこの方法は非球面を用いて収差を補正しつつ、レンズ全長を短くす
ることはできるが、レンズの材料と樹脂の材料の違いを適切に設定しないと、色収差を良
好に補正することができない
　特に、有効径が大きくなる第１レンズ群のレンズ構成が不適切であると全系をコンパク
トにしつつ、高い光学性能を得るのが難しくなってくる。
【００１３】
　本発明は全系の構成レンズ枚数が少なく、レンズ全長が短く、且つ諸収差を良好に特に
色収差を良好に補正した高い光学性能を有するズームレンズ及びそれを有する撮像装置の
提供を目的とする。
【００１４】
　この他本発明は全系の、構成レンズ枚数が少なく、広画角で高いズーム比でかつ、優れ
た光学性能を有する沈胴式に好適なズームレンズ及びそれを有する撮像装置の提供を目的
とする。
【課題を解決するための手段】
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【００１５】
　本発明のズームレンズは、物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と、正の
屈折力の第２レンズ群と、正の屈折力の第３レンズ群より構成され、ズーミングに際し、
各レンズ群間隔が変化するように各レンズ群が移動するズームレンズにおいて、該第１レ
ンズ群は、レンズ要素と、該レンズ要素とは異なる光学特性を有し、該レンズ要素に積層
される樹脂層を有する複合型光学素子で構成されており、該レンズ要素の屈折力と材料の
ｄ線に対するアッベ数を各々φａ、νａ、該樹脂層の屈折力と材料のｄ線に対するアッベ
数を各々φｂ、νｂ、広角端における全系の焦点距離をｆｗ、該第１レンズ群の焦点距離
をｆ１、該複合型光学素子の物体側と像側の面の曲率半径を各々Ｒ１１、Ｒ１２とすると
き、
　　０＜｜（φａ／νａ＋φｂ／νｂ）ｆｗ｜＜０．００１２３
　　１．８＜｜ｆ１／ｆｗ｜＜５．０
　　－０．３４＜（Ｒ１１＋Ｒ１２）／（Ｒ１１－Ｒ１２）＜０．２０
なる条件を満足することを特徴としている。
【発明の効果】
【００１７】
本発明によれば、
全系の構成レンズ枚数が少なく、レンズ全長が短く、且つ諸収差を良好に特に色収差を良
好に補正した高い光学性能を有するズームレンズが得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
【実施例１】
【００１９】
　以下、本発明のズームレンズ及びそれを有する撮像装置の実施例について説明する。
【００２０】
　図１は本発明の実施例１のズームレンズの広角端（短焦点距離端）におけるレンズ断面
図、図２（Ａ）、（Ｂ）はそれぞれ実施例１のズームレンズの広角端と、望遠端（長焦点
距離端）における収差図である。
【００２１】
　実施例１は、ズーム比３．９、開口比２．９～６．５程度のズームレンズである。
【００２２】
　図３は本発明の実施例２のズームレンズの広角端におけるレンズ断面図、図４（Ａ）、
（Ｂ）はそれぞれ実施例２のズームレンズの広角端と、望遠端における収差図である。実
施例２は、ズーム比３．９、開口比２．９～６．５程度のズームレンズである。
【００２３】
　図５は本発明の実施例３のズームレンズの広角端におけるレンズ断面図、図６（Ａ）、
（Ｂ）はそれぞれ実施例３のズームレンズの広角端と、望遠端における収差図である。実
施例３は、ズーム比３．８、開口比２．９～５．７程度のズームレンズである。
【００２４】
　図７は本発明の実施例４のズームレンズの広角端におけるレンズ断面図、図８（Ａ）、
（Ｂ）はそれぞれ実施例４のズームレンズの広角端と、望遠端における収差図である。実
施例４は、ズーム比３．９、開口比２．９～６．５程度のズームレンズである。
【００２５】
　図９は本発明のズームレンズを備えるデジタルスチルカメラ（撮像装置）の要部概略図
である。
【００２６】
　各実施例のズームレンズは撮像装置に用いられる撮影レンズ系である。各実施例のズー
ムレンズをビデオカメラやデジタルスチルカメラの撮影光学系として使用する際にはＣＣ
ＤやＣＭＯＳセンサ等の固体撮像素子（光電変換素子）の撮像面に被写体像を形成する。
【００２７】
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　各レンズ断面図において、左方が被写体（物体）側（前方）で、右方が像側（後方）で
ある。レンズ断面図において、Ｌ１は負の屈折力（光学的パワー＝焦点距離の逆数）の第
１レンズ群、Ｌ２は正の屈折力の第２レンズ群、Ｌ３は正の屈折力の第３レンズ群である
。Ｇは光学フィルター、フェースプレート等に相当するガラスブロック、ＩＰは像面であ
る。
【００２８】
　収差図において、ｄ、ｇは各々ｄ線（波長５８７．６ｎｍ）、ｇ線（波長４３５．８ｎ
ｍ）を表している。ΔＭ、ΔＳは各々メリディオナル像面、サジタル像面を表している。
ＦｎｏはＦナンバー、ωは半画角である。
【００２９】
　尚、各実施例において広角端と望遠端は変倍用のレンズ群（第２レンズ群Ｌ２又は、第
２、第３レンズ群Ｌ２、Ｌ３）が機構上光軸上移動可能な範囲の両端に位置したときのズ
ーム位置をいう。
【００３０】
　各実施例のズームレンズは、広角端から望遠端へのズーミングに際して、第１レンズ群
Ｌ１が像側に凸の軌跡で移動、第２レンズ群Ｌ２が物体側に単調に移動し、第３レンズ群
Ｌ３が像側又は物体側へ単調に移動している。
【００３１】
　即ち、各実施例では、ズーミングに際し、各レンズ群間隔が変化するように各レンズ群
が移動している。
【００３２】
　実施例１、２、４では、第３レンズ群Ｌ３でフォーカスを行なっている。
【００３３】
　実施例３では、第１レンズ群Ｌ１でフォーカスを行っている。
【００３４】
　第１レンズ群Ｌ１は、ガラス材又は樹脂より成る負の屈折力のレンズ要素Ｇａと、レン
ズ要素Ｇａとは異なる光学特性を有し、レンズ要素Ｇａに積層される樹脂層Ｇｂを有する
複合型光学素子Ｇｃで構成されている。
【００３５】
　樹脂層Ｇｂは、正の屈折力のレンズ作用（屈折作用）をする。
【００３６】
　レンズ要素Ｇａの少なくとも１つの面は、非球面形状である。
【００３７】
　レンズ要素Ｇａは、ガラス材料を研磨することにより又はガラス材料をモールド成形す
ることにより形成されている。
【００３８】
　樹脂層Ｇｂの少なくとも一つの面は、非球面形状である。
【００３９】
　各実施例では、レンズ群中に効果的に非球面を導入することによって軸外諸収差、特に
非点収差および大口径比化した際の球面収差の補正を効果的に行っている。
【００４０】
　ここでレンズ要素Ｇａとは、ガラス材より成るレンズ、プラスチック材より成るレンズ
等のその面上に樹脂が積層出来る基板となる光学素子（レンズ）の事である。又、積層さ
れる樹脂層とはレンズ要素と異なる光学特性を有していれば、前もって成形された樹脂層
でも良い。レンズ要素Ｇａは製造上の観点から材料の安定性を考えるとガラス材であるこ
とが望ましい。
【００４１】
　次に各実施例のズームレンズの構成について説明する。
【００４２】
　図１の実施例１のズームレンズは、広角端から望遠端へのズーミングに際して、第１レ
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ンズ群Ｌ１が像側に凸状の往復移動し、第２レンズ群Ｌ２が物体側に、第３レンズ群Ｌ３
が像側へ移動している。
【００４３】
　実施例１のズームレンズは、第２レンズ群Ｌ２の移動により主な変倍を行い、第１レン
ズ群Ｌ１の往復移動および第３レンズ群Ｌ３による像側移動によって変倍に伴う像点の移
動を補正している。
【００４４】
　実施例１においては、負の屈折力の第１レンズ群Ｌ１を両面が凹形状の負レンズ(レン
ズ要素)Ｇａと、この負レンズの像面側に積層された樹脂層Ｇｂとで構成している。
【００４５】
　第２レンズ群Ｌ２は物体側から順に、両凸形状の正レンズと、両凹形状の負レンズを接
合した接合レンズと、像側が凹面でメニスカス形状の負レンズと物体側が凸面でメニスカ
ス形状の正レンズを接合した接合レンズで構成している。
【００４６】
　第３レンズ群Ｌ３は像面側が凸面でメニスカス形状の正レンズで構成している。
【００４７】
　図３の実施例２のズームレンズは、広角端から望遠端へのズーミングに際して、第１レ
ンズ群Ｌ１が像側に凸状の往復移動、第２レンズ群Ｌ２が物体側に移動し、第３レンズ群
Ｌ３は像側に移動する。
【００４８】
　第２レンズ群Ｌ２の移動により主な変倍を行い、第１レンズ群Ｌ１の往復移動及び第３
レンズ群Ｌ３による像側方向への移動によって変倍に伴う像点の移動を補正している。
【００４９】
　実施例２においては、第１レンズ群Ｌ１を両面が凹形状の負レンズ(レンズ要素Ｇａ)と
、この負レンズの像面側に積層された樹脂層Ｇｂとで構成している。
【００５０】
　第２レンズ群Ｌ２は物体側から順に、両凸形状の正レンズと、両凹形状の負レンズと、
物体側が凸面でメニスカス形状の正レンズで構成している。
【００５１】
　第３レンズ群Ｌ３は両凸形状の正レンズで構成している。
【００５２】
　図５の実施例３のズームレンズは、広角端から望遠端へのズーミングに際して、第１レ
ンズ群Ｌ１が像側に凸状の往復移動、第２レンズ群Ｌ２が物体側に移動し、第３レンズ群
Ｌ３は物体側に移動する。
【００５３】
　第２レンズ群Ｌ２と第３レンズ群Ｌ３の移動により主な変倍を行い、第１レンズ群Ｌ１
の往復移動によって変倍に伴う像点の移動を補正している。
【００５４】
　実施例３においては、第１レンズ群Ｌ１を両面が凹形状の負レンズ(レンズ要素)Ｇａと
、この負レンズの像面側に積層された樹脂層Ｇｂとで構成している。
【００５５】
　第２レンズ群Ｌ２は物体側から順に、両凸形状の正レンズと、物体側が凸面でメニスカ
ス形状の負レンズで構成している。
【００５６】
　第３レンズ群Ｌ３は両凸形状の正レンズで構成している。
【００５７】
　図７の実施例４のズームレンズは、広角端から望遠端へのズーミングに際して、第１レ
ンズ群Ｌ１が像側に凸状の往復移動し、第２レンズ群Ｌ２が物体側に、第３レンズ群Ｌ３
が像側へ移動している。
【００５８】
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　実施例４のズームレンズは、第２レンズ群Ｌ２の移動により主な変倍を行い、第１レン
ズ群Ｌ１の往復移動および第３レンズ群Ｌ３による像側移動によって変倍に伴う像点の移
動を補正している。
【００５９】
　実施例４においては、負の屈折力の第１レンズ群Ｌ１を両面が凹形状の負レンズ(レン
ズ要素)Ｇａと、この負レンズの像面側に積層された樹脂層Ｇｂとで構成している。
【００６０】
　第２レンズ群Ｌ２は物体側から順に両凸形状の正レンズと、両凹形状の負レンズを接合
した接合レンズと、像側が凹面でメニスカス形状の負レンズと物体側が凸面でメニスカス
形状の正レンズを接合した接合レンズで構成している。
【００６１】
　第３レンズ群Ｌ３は像面側が凸面でメニスカス形状の正レンズで構成している。
【００６２】
　以上のように、各実施例において、第1レンズ群Ｌ１は、レンズ要素（負レンズ）Ｇａ
とこのレンズ要素に積層された樹脂層Ｇｂにて構成した複合型光学素子Ｇｃを有している
。この樹脂層Ｇｂを例えば光または熱により硬化する硬化性樹脂によって作成する場合、
一般的には成形型を用いて光重合成形または熱重合成形によって作成される。このため、
樹脂厚を十分に薄く設定することが容易となり、硝子で構成した場合と比較して光学系全
体のコンパクト化が容易となる。
【００６３】
　したがって成形型の形状を予め非球面形状としておけば、比較的容易にレンズ要素Ｇａ
の境界面とは反対側の面（物体側の面）を非球面形状とすることができる。
【００６４】
　また、全ての実施例において、レンズ要素は、樹脂層との境界面とは反対側の面を非球
面形状としている。また、レンズ要素と樹脂層との境界面についても非球面形状としても
良い。
【００６５】
　次に各実施例の前述した以外の特徴について説明する。
【００６６】
　レンズ要素Ｇａの屈折力と材料のｄ線に対するアッベ数を各々φａ、νａとする。樹脂
層Ｇｂの屈折力と材料のｄ線に対するアッベ数を各々φｂ、νｂとする。広角端における
全系の焦点距離をｆｗとする。
【００６７】
　第１レンズ群Ｌ１の焦点距離をｆ１とする。
【００６８】
　複合型光学素子Ｇｃの物体側と像側の面の曲率半径を各々Ｒ１１、Ｒ１２とする。
【００６９】
　樹脂層Ｇｂの光軸方向の厚みをｔとする。
【００７０】
　第３レンズ群Ｌ３は、単一の正レンズより成り、正レンズの物体側と像側の面の曲率半
径を各々Ｒ３１、Ｒ３２とする。
【００７１】
　第３レンズ群Ｌ３の焦点距離をｆ３、とする。
【００７２】
　このとき、各実施例では以下の条件式のうち１以上を満足している。
【００７３】
　　　　　０＜｜（φａ／νａ＋φｂ／νｂ)ｆｗ｜＜０．００１２３　・・・（１）
　　　　　１．８＜｜ｆ１／ｆｗ｜＜５．０　　　・・・（２）
　　　　　－０．３４＜（Ｒ1１＋Ｒ1２）／（Ｒ1１－Ｒ1２）＜０．２０　　・・・（３
）
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　　　　　０．０１６＜ｔ／ｆｗ＜０．１６０　　　・・・（４）
　　　　　０＜νｂ＜３０　　　・・・（５）
　　　　　－０．６＜（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＜３．０　　　・・・（
６）
　　　　　０＜｜ｆｗ／ｆ３｜＜０．６　　　・・・（７）
　次に各条件式の技術的意味について説明する。
【００７４】
　条件式（１）は、レンズ要素Ｇａと樹脂層Ｇｂとの間の色消しに関する条件式である。
条件式（１）の上限値を超えると、十分な色消し効果が得られない。そのため、広角端に
おける倍率色収差、および望遠端における軸上色収差等の第１レンズ群Ｌ１によって発生
する色収差の補正を十分に行う事が難しい。
【００７５】
　条件式（２）は、第１レンズ群Ｌ１と広角端における全系の焦点距離の比に関する条件
式である。条件式（２）の下限値を超えると、第１レンズ群Ｌ１の屈折力が強くなりすぎ
て、特に広角端における樽型の歪曲収差が大きくなる。逆に上限を超えると所望の長さの
バックフォーカスがとれなくなるため好ましくない。
【００７６】
　条件式（３）は、第１レンズ群Ｌ１のレンズ要素Ｇａと樹脂層Ｇｂからなる複合型光学
素子Ｇｃの空気と接する両屈折面の形状を規定するものである。下限を超えると物体側の
屈折面の曲率半径が小さくなり過ぎ広角端などにおける樽型の歪曲収差が大きくなる。ま
た逆に上限を超えると像側の屈折面の曲率半径が小さくなり高次のコマ、ハロ成分が多く
発生するようになるため好ましくない。
【００７７】
　条件式（４）は、樹脂層Ｇｂをレンズ要素Ｇａに貼るときの厚さを適切に設定するもの
である。
【００７８】
　条件式（４）の下限を超えると、樹脂層Ｇｂが薄すぎて第１レンズ群Ｌ１の主たる屈折
力を担うレンズ要素Ｇａに対して色消しをするために十分な正の屈折力が得られず所望の
色消し効果が得られない。また上限を超えると樹脂層Ｇｂが厚くなりすぎて、第１レンズ
群Ｌ１及びレンズ全系のコンパクト化の効果が得られなくなってくる。
【００７９】
　各実施例において、負の屈折力の第１レンズ群Ｌ１に含まれる複合型光学素子Ｇｃは、
レンズ要素Ｇａ及び樹脂層Ｇｂによって構成され、この樹脂層Ｇｂは光入射側と光射出側
が共に屈折面である。
【００８０】
　樹脂層Ｇｂは全体として正の屈折力を有しており、この樹脂層Ｇｂの光学材料特性とし
て、分散が大きな（高い）材料を使用して、色収差の補正効果を高めている。
【００８１】
　条件式（５）は、このときの樹脂層Ｇｂの材質のｄ線に対するアッベ数νｂを適切に設
定するためのものである。
【００８２】
　条件式（５）の上限を超えると、第１レンズ群Ｌ１の内部での色消し効果が弱くなって
しまい、ズーミング時の色収差の変動が大きくなるため好ましくない。
【００８３】
　条件式（５）を満足する樹脂の具体例として、様々な樹脂の中でも特にＵＶ硬化樹脂（
Ｎｄ＝１．６３５，νｂ＝２２．７，θｇＦ＝０．６９）がある。尚、条件式（５）を満
足する樹脂であれば、これに限定するものではない。
【００８４】
　また条件式（６）は、第３レンズ群Ｌ３の正レンズのレンズ形状に関する。
【００８５】
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　条件式（６）の下限を超えると正レンズの物体側の正の屈折力が強くなりすぎて、ズー
ミング時に第１レンズ群Ｌ１にて発生する像面湾曲等の収差変動を打ち消すことが難しく
なる。また上限を超えると像側の正の屈折力が強くなりすぎて特に望遠端について無限遠
物体から至近物体への合焦時の像面湾曲の変動が大きくなる。
【００８６】
　条件式（７）は第３レンズ群Ｌ３と広角端における全系の焦点距離の比を表したもので
ある。下限を超えると第３レンズ群Ｌ３の屈折力が小さすぎるため第１、第２レンズ群Ｌ
１、Ｌ２の合成屈折力を強く設定しなければならない。このため、特に広角端において歪
曲・像面湾曲等の軸外収差を補正するのが難しくなる。また上限を超えると第３レンズ群
Ｌ３の屈折力が強すぎてしまい特に望遠端において、諸収差の物体距離に関する変動が大
きくなる。
【００８７】
　尚、各実施例においては、例えば公知の電気的収差補正方法によって、歪曲収差を補正
するようにしても良い。
【００８８】
　各実施例において、更に好ましくは、前述した条件式（１）～（７）の数値範囲を次の
如く設定するのが良い。
【００８９】
　　　　　０＜｜（φａ／νａ＋φｂ／νｂ)ｆｗ｜＜０．００１２０　　　・・・（１
ａ）
　　　　　１．８＜｜ｆ１／ｆｗ｜＜４．０　　　・・・（２ａ）
　　　　　－０．３４＜（Ｒ1１＋Ｒ1２）／（Ｒ1１－Ｒ1２）＜０．１０　　・・・（３
ａ）
　　　　　０．０５０＜ｔ／ｆｗ＜０．１２０　　　・・・（４ａ）
　　　　　１０＜νｂ＜２７　　　・・・（５ａ）
　　　　　－０．６＜（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＜２．０　　　・・・（
６ａ）
　　　　　０．３＜｜ｆｗ／ｆ３｜＜０．６　　　・・・（７）
　各実施例は以上の様に各要素を設定する事により、特に、固体撮像素子を用いた撮影系
に好適なズームレンズを得ている。
【００９０】
　特に各実施例によれば構成レンズ枚数が少なくコンパクトで、沈胴式のズームレンズに
適した、ズーム比が３～４倍程度の諸収差特に色収差を良好に補正した、高い光学性能を
有するズームレンズが得られる。
【００９１】
　次に本発明のズームレンズを撮影光学系として用いたデジタルカメラ（撮像装置）の実
施例を図９を用いて説明する。
【００９２】
　図９において、２０はデジタルカメラ本体、２１は上述の実施例１～５のズームレン
ズによって構成された撮影光学系である。２２は撮影光学系２１によって被写体像を受光
するＣＣＤ等の撮像素子（光電変換素子）である。２３は撮像素子２２が受光した被写体
像を記録する記録
手段、２４は不図示の表示素子に表示された被写体像を観察するためのファインダーであ
る。
【００９３】
　上記表示素子は液晶パネル等によって構成され、撮像素子２２上に形成された被写体像
が表示される。
【００９４】
　このように本発明のズームレンズをデジタルカメラ等の撮像装置に適用することにより
、小型で高い光学性能を有する撮像装置を実現している。
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　次に、本発明の実施例１～４に対応する数値実施例１～４を示す。数値実施例において
、ｉは物体側からの面の順序を示し、Ｒｉは第ｉ番目のレンズ面（面）の曲率半径、Ｄｉ
は第ｉ面と第（ｉ＋１）面との間のレンズ肉厚および空気間隔、Ｎｉ、νｉはそれぞれ第
ｉ番目の部材のｄ線に対する屈折率、アッベ数を示す。
【００９６】
　ωは広角端、Ｔは望遠端である。
【００９７】
　数値実施例１、２、４において最も像側の５面、数値実施例３において最も像側の４面
はフェースプレート等のガラス材である。また、ｋは円錐係数、Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅは各
々非球面係数である。非球面形状は光軸からの高さｈの位置での光軸方向の変位を面頂点
を基準にしてｘとするとき
　　ｘ＝（ｈ２／Ｒ）／［１＋｛１－（１＋ｋ）（ｈ／Ｒ）２｝１／２］＋Ａｈ４＋Ｂｈ
６＋Ｃｈ８＋Ｄｈ１０＋Ｅｈ１２

で表される。但しＲは近軸曲率半径である。
【００９８】
　又「ｅ－０ｘ」は「×１０－ｘ」を意味している。ｆは焦点距離、ＦｎｏはＦナンバー
、ωは半画角を示す。
【００９９】
　又、前述の各条件式と各実施例との関係を表１に示す。
【０１００】
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【０１０１】
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【数２】

【０１０２】



(13) JP 4971726 B2 2012.7.11

10

20

30

【数３】

【０１０３】
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【数４】

【０１０４】

【表１】

 
【図面の簡単な説明】
【０１０５】
【図１】実施例１のレンズ断面図
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【図２】実施例１の広角端と望遠端の収差図
【図３】実施例２のレンズ断面図
【図４】実施例２の広角端と望遠端の収差図
【図５】実施例３のレンズ断面図
【図６】実施例３の広角端と望遠端の収差図
【図７】実施例４のレンズ断面図
【図８】実施例４の広角端と望遠端の収差図
【図９】本発明の撮像装置の要部概略図
【符号の説明】
【０１０６】
　Ｌ１　第１レンズ群
　Ｌ２　第２レンズ群
　Ｌ３　第３レンズ群
　ＩＰ　像面
　Ｇ　　ガラスブロック
　ｄ　　ｄ線
　ｇ　　ｇ線
　ΔＳ　サジタル像面
　ΔＭ　メリディオナル像面
　Ｇａ　レンズ要素
　Ｇｂ　樹脂層
　Ｇｃ　複合型光学素子

【図１】 【図２】
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【図９】
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